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＜総括＞

平成 25 年 4 月 1 日より民間企業の法定雇用率は、1.8%から 2.0%へ引き上げられ、平成 25 年度の

県内民間企業の実雇用率は過去最高の 2.22%を記録しました。

今年度も実雇用率については前年同様 2.22%となり、達成企業数は 18 社増加し過去最高の 295 社、

達成企業割合についても 0.4 ポイント増加し 56.2%となり、着実に障害者雇用が進んでいます。

また、障害者雇用状況の推移については、奈良県の実雇用率は常に全国平均を上回り、法定雇用率

を平成 18 年以降毎年超えています。

【障害者雇用の推移】(過去 20 年間)

※ 民間企業における法定雇用率について、昭和 63 年から平成 10 年までは 1.6%、平成 11 年から平成 24 年までは 1.8%、平成 25
年から 2.0%となっている。

※ 障害者の数は次に掲げる者の合計数である。
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【概要】

１．民間企業における雇用状況

○ 実雇用率、雇用されている障害者の数

法定雇用率 2.0%が適用される一般の民間企業（常用労働者数 50 人以上規模企業）数は 525 社（前

年は 496 社）となり、雇用されている障害者数は 1,822.5 人（同 1,761.5 人）と増加しています。

奈良県の実雇用率は 2.22%で、過去最高となった前年と同率となり、全国の実雇用率 1.82%より

0.40 ポイント高くなっています。

また、雇用されている身体障害者は 1,073.5 人（前年は 1,025.0 人）、知的障害者は 674.0 人（同

665.5 人）、精神障害者は 75.0 人（同 71.0 人）となっています。

○ 法定雇用率達成状況

調査対象企業 525 社のうち、法定雇用率を達成している企業は 295 社で、前年より 18 社増加して

おり、雇用率達成企業の割合は 56.2%と、前年（55.8%）より 0.4 ポイント増加しています。

○ 企業規模別の状況

企業規模別にみた実雇用率では、50~100 人未満規模（3.05%）、300~500 人未満規模（2.21%）

で法定雇用率を上回っていますが、100~300 人未満規模（1.99%）、500~1,000 人未満規模（1.84%）、

1,000 人以上規模（1.80%）で法定雇用率に達していません。

○ 産業別の状況

産業別にみた実雇用率では、製造業（2.20%）、生活関連サービス業，娯楽業（6.46%）、医療，

福祉業（2.83%）で法定雇用率を上回っていますが、建設業（1.28%）、電気・ガス・熱供給・水道

業（0.00%）、情報通信業（1.32%）、運輸業，郵便業（1.84%）、卸売業，小売業（1.53%）、金融

業，保険業（1.86%）、不動産業，物品賃貸業（1.92%）、学術研究，専門・技術サービス業（1.10%）、

宿泊業，飲食サービス業（1.93%）、教育，学習支援業（1.15%）、複合サービス業（1.49%）、サ

ービス業（1.76%）で法定雇用率に達していません。

◇ 実雇用率は、2.22% 前年と同ポイント

◇ 雇用障害者数は、1,822.5 人 前年より 61.0 人増加

身体障害者は、1,073.5 人 前年より 48.5 人増加

知的障害者は、674.0 人 前年より 8.5 人増加

精神障害者は、75.0 人 前年より 4.0 人増加

◇ 雇用率達成企業の割合は、56.2% 前年より 0.4 ポイント増加

◇ 報告企業は、525 社 前年より 29 社増加
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２．県及び市町村等の機関における在職状況

国及び地方公共団体の機関は、障害者を率先垂範して雇用すべき立場にあることから、民間企業よ

りも高い雇用率が定められています。

県内の地方公共団体における在職状況については、法定雇用率 2.3%が適用される機関（職員数 43.5

人以上規模の機関）では、実雇用率 2.51%（前年は 2.41%）で、報告対象 41 機関のうち、未達成機

関は 3 機関となっており、在職している障害者は、身体障害者が 361.0 人、知的障害者が 17.0 人、

精神障害者が 9.0 人となっています。

また、法定雇用率 2.2%が適用される機関（職員数 45.5 人以上規模の機関）では、実雇用率 2.23%

（前年は 2.20%）で、報告対象 2 機関ともに達成しており、在職している障害者は、身体障害者が

167.5 人、知的障害者が 1.0 人、精神障害者が 1.0 人となっています。

３．特殊法人における雇用状況

法定雇用率 2.3%が適用される一定の特殊法人（常用労働者数 43.5 人以上規模の法人）については、

実雇用率が 1.53%（前年は 1.43%）となっており、在職している障害者は、身体障害者が 47.5 人、

知的障害者が 8.0 人、精神障害者が 2.0 人となっています。

法定雇用率 2.3%が適用される機関（県及び市町村機関）

◇ 実雇用率は、2.51% 前年より 0.10 ポイント増加

◇ 雇用障害者数は、387.0 人 前年より 1.0 人減少

法定雇用率 2.2%が適用される都道府県等の教育機関

◇ 実雇用率は、2.23% 前年より 0.03 ポイント増加

◇ 雇用障害者数は、169.5 人 前年より 2.0 人増加

◇ 実雇用率は、1.53% 前年より 0.10 ポイント増加

◇ 雇用障害者数は、57.5 人 前年より 21.0 人増加
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＜資料＞

１ 民間企業における障害者雇用状況
(1) 概況

企業数 障害者の数 実雇用率

企業 人 %

525 1,822.5 2.22

(496) (1,761.5) (2.22)

※（ ）内は平成25年6月1日現在の数値

注

(2) 障害者別雇用状況 （人）

重度障害者 重度障害者以外 重度障害者 重度障害者以外 重度障害者 重度障害者以外 重度障害者 重度障害者以外

(常用労働者) (常用労働者) (短時間労働者) (短時間労働者) (常用労働者) (常用労働者) (短時間労働者) (短時間労働者)

1,822.5 1,073.5 250 483 48 85 164 280 23 86 75.0 61 28

(1,761.5) (1,025.0) (247) (454) (45) (64) (142) (318) (21) (85) (71.0) (59) (24)

※（ ）内は平成25年6月1日現在の数値

注1 . 「障害者数合計」は「身体障害者計」、「知的障害者計」及び「精神障害者計」の合計であり、資料1-(1)概況の「障害者の数」に対応している。

2 . 「常用労働者」とは、1週間の所定労働時間が30時間以上の者であり、「短時間労働者」とは、1週間の所定労働時間が20時間以上、30時間未満の労働者である。

3 . 計算上「重度障害者（常用労働者）」については、1人を2人分と相当するものとしてカウントされ、「身体障害者」及び「知的障害者」の「重度障害者以外（短時間労働者）」並びに「精神障害
者」である「短時間労働者」については、1人を0.5人分に相当するものとして0.5カウントされる。

[2.0%]

短時間労働者常用労働者
精神障害者計身体障害者計

障害者数
合計

民間企業

(665.5)

674.0

知的障害者計

「法定雇用障害者数の算定基礎となる労働者数」とは、計上された労働者数から除外率相当数（身体障害者、知的障害者及び精神障害者が就業することが困
難と認められる職種が相当の割合を占める業種について定められた率を乗じて得た数）を除いた労働者数である。

(79,440.5)

82,223.0

人

法定雇用障害者数の
算定基礎となる労働者数

[2.0%]

民間企業

(55.8)

56.2

%

法定雇用率
達成企業の割合
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(3) 企業規模別概況

企業数 障害者の数 実雇用率

企業 人 %

525 1,822.5 2.22

(496) (1,761.5) (2.22)

268 576.5 3.05

(246) (597.0) (3.39)

201 621.5 1.99

(194) (551.5) (1.83)

29 226.0 2.21

(29) (205.0) (2.07)

19 189.0 1.84

(20) (206.0) (1.85)

8 209.5 1.80

(7) (202.0) (1.89)

※（ ）内は平成25年6月1日現在の数値

(4) 障害者別雇用状況 （人）

重度障害者 重度障害者以外 重度障害者 重度障害者以外 重度障害者 重度障害者以外 重度障害者 重度障害者以外

(常用労働者) (常用労働者) (短時間労働者) (短時間労働者) (常用労働者) (常用労働者) (短時間労働者) (短時間労働者)

1,822.5 1,073.5 250 483 48 85 164 280 23 86 75.0 61 28

(1,761.5) (1,025.0) (247) (454) (45) (64) (142) (318) (21) (85) (71.0) (59) (24)

576.5 235.5 56 108 7 17 119 78 1 21 13.5 11 5

(597.0) (208.5) (47) (102) (4) (17) (102) (146) (8) (32) (14.5) (11) (7)

621.5 390.0 85 171 27 44 27 117 16 36 26.5 22 9

(551.5) (375.0) (83) (164) (30) (30) (23) (88) (7) (30) (20.5) (17) (7)

226.0 129.0 24 65 7 18 7 48 5 25 17.5 12 11

(205.0) (124.5) (26) (62) (6) (9) (6) (38) (5) (21) (15.0) (11) (8)

189.0 144.5 31 77 4 3 7 21 1 3 7.0 6 2

(206.0) (139.5) (34) (65) (4) (5) (10) (35) (1) (1) (10.0) (9) (2)

209.5 174.5 54 62 3 3 4 16 0 1 10.5 10 1

(202.0) (177.5) (57) (61) (1) (3) (1) (11) (0) (1) (11.0) (11) (0)

※（ ）内は平成25年6月1日現在の数値
注1 . 「障害者数合計」は「身体障害者計」、「知的障害者計」及び「精神障害者計」の合計であり、資料1-(3)企業規模別概況の「障害者の数」に対応している。

2 . 「常用労働者」とは、1週間の所定労働時間が30時間以上の者であり、「短時間労働者」とは、1週間の所定労働時間が20時間以上、30時間未満の労働者である。

3

56.0
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56.2

%

法定雇用率
達成企業の割合

79.5

(156.0)
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(374.0)
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(13.5)

24.5

(56.5)

37.5

(65.5)

. 計算上「重度障害者（常用労働者）」については、1人を2人分と相当するものとしてダブルカウントされ、「身体障害者」及び「知的障害者」の「重度障害者以外（短時間労働者）」並びに「精神
障害者」である「短時間労働者」については、1人を0.5人分に相当するものとして0.5カウントされる。
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短時間労働者

50～

100人未満

常用労働者

法定雇用障害者数の
算定基礎となる労働者数

人

50～ 18,876.0

82,223.0

(79,440.5)
計

(665.5)

674.0

知的障害者計
障害者数

合計
身体障害者計 精神障害者計

100人未満 (17,604.0)

(42.9)

37.5

(60.0)

47.4

(41.4)

51.7

(57.2)

58.7

(56.5)

1,000人以上

計

300人未満

300～

500人未満

500～

1,000人未満

100～
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(5) 産業別概況

企業数 障害者の数 実雇用率
法定雇用率

達成企業の割合

企業 人 % %

525 1,822.5 2.22 56.2

(496) (1,761.5) (2.22) (55.8)

- - - -

- - - -

- - - -

- - - -

10 18.0 1.28 40.0

(9) (13.0) (0.96) (22.2)

164 526.5 2.20 64.0

(150) (482.0) (2.12) (69.3)

1 0.0 0.00 0.0

(1) (0.0) 0.00 (0.0)

6 8.0 1.32 33.3

(5) (6.0) (1.20) (20.0)

21 60.5 1.84 61.9

(22) (59.5) (1.77) (54.5)

74 169.5 1.53 43.2

(70) (157.5) (1.56) (45.7)

6 76.0 1.86 66.7

(6) (84.0) (2.05) (83.3)

9 27.0 1.92 66.7

(9) (26.0) (1.85) (66.7)

6 5.0 1.10 50.0

(6) (3.0) (0.73) (33.3)

17 46.0 1.93 52.9

(17) (60.5) (1.87) (52.9)

21 126.0 6.46 47.6

(20) (116.0) (6.29) (35.0)

15 32.5 1.15 33.3

(16) (33.0) (1.19) (25.0)

136 605.0 2.83 58.8

(130) (506.5) (2.47) (56.2)

1 34.0 1.49 0.0

(1) (39.0) (1.70) (0.0)

38 88.5 1.76 57.9

(34) (175.5) (3.68) (58.8)

※（ ）内は平成25年6月1日現在の数値

サービス業
5,039.0

(4,767.0)

医療,福祉
21,379.0

(20,490.0)

複合サービス業
2,289.0

(2,289.5)

生活関連サービス業,娯楽業
1,950.0

(1,843.5)

教育,学習支援業
2,815.0

(2,778.0)

学術研究,
専門・技術サービス業

455.0

(413.5)

宿泊業,飲食サービス業
2,382.5

(3,242.5)

金融業,保険業
4,078.5

(4,088.5)

不動産業,物品賃貸業
1,404.5

(1,406.5)

運輸業,郵便業
3,295.5

(3,360.5)

卸売業,小売業
11,047.5

(10,068.0)

電器・ガス・
熱供給・水道業

127.0

(125.0)

情報通信業
606.0

(498.5)

建設業
1,409.0

(1,352.0)

製造業
23,945.5

(22,717.5)

農,林,漁業
-

-

鉱業,採石業,
砂利採取業

-

-

法定雇用障害者数の
算定基礎となる労働者数

人

計

82,223.0

(79,440.5)
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(6) 障害者雇用状況の推移

平成 16 年 1,052 29 257,939 10,846 1.8% 1.76 △ 0.06 1.46 △ 0.02 52.1 △ 4.4 41.7 △ 0.8

17 1,074 22 269,066 11,127 1.8% 1.79 0.03 1.49 0.03 53.9 1.8 42.1 0.4

18 1,103.5 29.5 283,750.5 14,684.5 1.8% 1.88 0.09 1.52 0.03 54.8 0.9 43.4 1.3

19 1,147.0 43.5 302,716.0 18,965.5 1.8% 1.81 △ 0.07 1.55 0.03 55.2 0.4 43.8 0.4

20 1,180.0 33.0 325,603.0 22,887.0 1.8% 1.85 0.04 1.59 0.04 55.1 △ 0.1 44.9 1.1

21 1,300.0 120.0 332,811.5 7,208.5 1.8% 2.00 0.15 1.63 0.04 57.7 2.6 45.5 0.6

22 1,367.5 67.5 342,973.5 10,162.0 1.8% 2.08 0.08 1.68 0.05 57.1 △ 0.6 47.0 1.5

23 1,566.5 199.0 366,199.0 23,225.5 1.8% 2.08 0.00 1.65 △ 0.03 55.1 △ 2.0 45.3 △ 1.7

24 1,651.0 84.5 382,363.5 16,164.5 1.8% 2.15 0.07 1.69 0.04 59.3 4.2 46.8 1.5

25 1,761.5 110.5 408,947.5 26,584.0 2.0% 2.22 0.07 1.76 0.07 55.8 △ 3.5 42.7 △ 4.1

26 1,822.5 61.0 431,225.5 22,278.0 2.0% 2.22 0.00 1.82 0.06 56.2 0.4 44.7 2.0

注

法定
雇用率
（％）

全国奈良県

障害者の数（人）

対前年増減対前年増減対前年増減対前年増減対前年増減対前年増減

全国奈良県

法定雇用率達成企業の割合（％）

全国奈良県

実雇用率（％）

注
障害者の数とは、次に掲げる者の合計である。

～平成17年 平成23年～
・身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント） ・身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）
・知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント） ・知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）
・重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者 ・精神障害者

平成18年～
・身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）
・知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）
・精神障害者
・重度身体障害者、重度知的障害者又は精神障害者である短時間労働者
（精神障害者で短時間労働者は0.5カウント）

・重度身体障害者、重度知的障害者、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短
時間労働者（重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者は0.5カウン
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２ 地方公共団体における在職状況
(1) 概況

企業数 障害者の数 実雇用率

機関 人 %

41 387.0 2.51

(41) (388.0) (2.41)

機関 人 %

2 169.5 2.23

(2) (167.5) (2.20)

※（ ）内は平成25年6月1日現在の数値

注1 ． 法定雇用率2.2%が適用される機関とは、都道府県の教育委員会及び一定の市町村の教育委員会である。

2

(2) 障害者別雇用状況 （人）

重度障害者 重度障害者以外 重度障害者 重度障害者以外 重度障害者 重度障害者以外 重度障害者 重度障害者以外

(常勤職員) (常勤職員) (短時間職員) (短時間職員) (常勤職員) (常勤職員) (短時間職員) (短時間職員)

387.0 361.0 102 154 1 4 1 15 0 0 9.0 9 0

(388.0) (364.0) (100) (161) (1) (4) (1) (14) (0) (0) (8.0) (8) (0)

169.5 167.5 40 85 0 5 0 1 0 0 1.0 1 0

(167.5) (165.5) (39) (85) (0) (5) (0) (1) (0) (0) (1.0) (1) (0)

※（ ）内は平成25年6月1日現在の数値

注1 . 「障害者数合計」は「身体障害者計」、「知的障害者計」及び「精神障害者計」の合計であり、資料2-(1)概況の「障害者の数」に対応している。
2 . 「常勤職員」とは、1週間の所定労働時間が30時間以上の者であり、「短時間職員」とは、1週間の所定労働時間が20時間以上、30時間未満の労働者である。
3

[2.2%]

教育委員会

. 計算上「重度障害者（常勤職員）」については、1人を2人分と相当するものとしてダブルカウントされ、「身体障害者」及び「知的障害者」の「重度障害者以外（短時間職員）」並びに「精神障害
者」である「短時間職員」については、1人を0.5人分に相当するものとして0.5カウントされる。

(7,613.5)

障害者数
合計

身体障害者計

(1.0)

1.0

(16.0)

17.0

知的障害者計

(100.0)

精神障害者計
常勤職員 短時間職員

地方公共団体

[2.3%]

(16,105.0)

教育委員会 人

[2.2%] 7,602.5

． 「法定雇用障害者数の算定基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数（旧除外職員が職員総数に占める割合を元に設定した
除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。

法定雇用障害者数の
算定基礎となる労働者数

地方公共団体 人

[2.3%] 15,424.5

法定雇用率
達成企業の割合

100.0

%

(87.8)

92.7

%
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３ 特殊法人における障害者雇用状況
（１） 概況

企業数 障害者の数 実雇用率

企業 人 %

5 57.5 1.53

(4) (36.5) (1.43)

※（ ）内は平成25年6月1日現在の数値

注

(2) 障害者別雇用状況 （人）

重度障害者 重度障害者以外 重度障害者 重度障害者以外 重度障害者 重度障害者以外 重度障害者 重度障害者以外

(常用労働者) (常用労働者) (短時間労働者) (短時間労働者) (常用労働者) (常用労働者) (短時間労働者) (短時間労働者)

57.5 47.5 8 31 0 1 2 4 0 0 2.0 2 0

(36.5) (35.5) (7) (21) (0) (1) (0) (0) (0) (0) (1.0) (1) (0)

※（ ）内は平成25年6月1日現在の数値

注1 . 「障害者数合計」は「身体障害者計」、「知的障害者計」及び「精神障害者計」の合計であり、資料3-(1)概況の「障害者の数」に対応している。
2 . 「常用労働者」とは、1週間の所定労働時間が30時間以上の者であり、「短時間労働者」とは、1週間の所定労働時間が20時間以上、30時間未満の労働者である。
3

40.0

(2,551.5)

障害者数
合計

(0.0)

8.0

知的障害者計

(25.0)

特殊法人

[2.3%]

短時間労働者

特殊法人

[2.3%]

身体障害者計 精神障害者計
常用労働者

法定雇用障害者数の
算定基礎となる労働者数

人 %

法定雇用率
達成企業の割合

「法定雇用障害者数の算定基礎となる労働者数」とは、計上された労働者数から除外率相当数（身体障害者、知的障害者及び精神障害者が就業することが困
難と認められる職種が相当の割合を占める業種について定められた率を乗じて得た数）を除いた労働者数である。

3,755.0

. 計算上「重度障害者（常用労働者）」については、1人を2人分と相当するものとしてダブルカウントされ、「身体障害者」及び「知的障害者」の「重度障害者以外（短時間労働者）」並びに「精神
障害者」である「短時間労働者」については、1人を0.5人分に相当するものとして0.5カウントされる。
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４ 民間企業における都道府県別障害者雇用率・法定雇用率達成企業割合の状況

(％) (％)

全国 1.82 0.06 44.7 2.0 38,760 ／ 86,648

北海道 1.90 0.05 47.6 2.0 1,512 ／ 3,179

青森県 1.83 0.05 47.2 0.9 405 ／ 858

岩手県 1.93 0.06 52.9 3.3 478 ／ 904

宮城県 1.74 0.03 45.7 2.7 623 ／ 1,364

秋田県 1.77 0.10 55.1 4.0 375 ／ 680

山形県 1.88 0.09 51.6 1.3 446 ／ 864

福島県 1.76 0.07 47.9 1.3 604 ／ 1,260

茨城県 1.75 0.09 50.2 2.8 696 ／ 1,387

栃木県 1.76 0.08 51.1 4.9 534 ／ 1,046

群馬県 1.79 0.06 51.6 3.5 668 ／ 1,295

埼玉県 1.80 0.09 43.7 3.8 1,195 ／ 2,737

千葉県 1.77 0.06 47.5 3.2 989 ／ 2,082

東京都 1.77 0.05 30.3 1.9 5,393 ／ 17,827

神奈川県 1.75 0.07 41.6 1.6 1,741 ／ 4,184

新潟県 1.75 0.10 49.8 5.1 840 ／ 1,688

富山県 1.85 0.05 54.7 0.4 521 ／ 952

石川県 1.82 0.13 51.8 3.4 480 ／ 927

福井県 2.26 △ 0.01 53.5 2.2 345 ／ 645

山梨県 1.79 0.09 51.5 5.2 274 ／ 532

長野県 1.96 0.08 57.2 3.7 840 ／ 1,468

岐阜県 1.79 0.05 51.0 2.0 688 ／ 1,350

静岡県 1.80 0.08 47.6 1.6 1,235 ／ 2,597

愛知県 1.74 0.06 41.9 1.3 2,279 ／ 5,444

三重県 1.79 0.19 52.2 5.8 521 ／ 999

滋賀県 1.87 0.06 54.9 3.1 413 ／ 752

京都府 1.95 0.02 47.4 0.5 773 ／ 1,630

大阪府 1.81 0.05 42.6 1.9 3,008 ／ 7,060

兵庫県 1.90 0.06 49.1 1.7 1,479 ／ 3,010

奈良県 2.22 0.00 56.2 0.4 295 ／ 525

和歌山県 2.06 0.03 57.0 △ 0.2 302 ／ 530

鳥取県 1.88 0.11 50.6 △ 3.0 209 ／ 413

島根県 2.02 0.13 61.6 4.4 322 ／ 523

岡山県 2.16 0.23 50.0 2.1 654 ／ 1,307

広島県 1.90 0.06 45.1 0.9 921 ／ 2,044

山口県 2.46 0.13 52.5 2.9 443 ／ 844

徳島県 1.90 0.12 57.5 4.2 233 ／ 405

香川県 1.88 0.02 56.5 △ 2.7 434 ／ 768

愛媛県 1.74 0.01 47.0 3.1 424 ／ 902

高知県 2.04 0.10 54.5 0.1 268 ／ 492

福岡県 1.80 0.04 46.2 0.6 1,495 ／ 3,239

佐賀県 2.27 0.10 66.4 2.8 355 ／ 535

長崎県 2.15 0.05 55.7 1.8 517 ／ 928

熊本県 2.14 0.06 52.7 1.2 593 ／ 1,125

大分県 2.28 0.13 55.4 0.4 403 ／ 727

宮崎県 2.15 0.11 63.4 4.1 455 ／ 718

鹿児島県 2.02 0.00 57.8 1.6 617 ／ 1,068

沖縄県 2.15 0.03 55.8 2.8 465 ／ 834

都道府県名

達成企業 企業全体対前年増減 対前年増減

法定雇用率達成企業割合実雇用率 法定雇用率達成企業の数
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（別記）

県及び市町村等地方公共団体・特殊法人の状況

① 法定雇用率2.3%が適用される地方公共団体

法定雇用障害者数の
算定基礎となる職員数

障害者の数 実雇用率 不足数 備考

3,578.5 96.0 2.68 0 注4

321.0 10.0 3.12 0

2,107.0 50.0 2.37 0

692.0 16.0 2.31 0 注4

413.0 15.0 3.63 0

697.0 13.0 1.87 3.0 注4

712.5 17.0 2.39 0

583.5 12.5 2.14 0 注4

415.0 9.0 2.17 0 注4

412.0 8.0 1.94 0 注4

704.0 19.5 2.77 0 注4

487.0 8.0 1.64 3.0 注4

231.0 5.0 2.16 0

576.5 14.0 2.43 0 注4

207.0 6.0 2.90 0

83.5 2.0 2.40 0

145.0 4.0 2.76 0

158.0 3.0 1.90 0

177.0 8.0 4.52 0 注4

150.0 5.0 3.33 0 注4

96.0 2.0 2.08 0

207.0 4.0 1.93 0 注4

80.5 3.0 3.73 0

78.0 2.0 2.56 0

264.0 5.0 1.89 1.0 注4

69.0 2.0 2.90 0

347.0 8.0 2.31 0 注4

178.0 4.0 2.25 0

111.0 3.0 2.70 0

67.0 1.0 1.49 0

52.0 1.0 1.92 0

86.0 3.0 3.49 0

55.0 1.0 1.82 0

60.0 1.0 1.67 0

67.0 1.0 1.49 0

145.0 4.0 2.76 0 注4

243.0 10.0 4.12 0

64.0 4.0 6.25 0

155.0 4.0 2.58 0

104.5 2.0 1.91 0

45.0 1.0 2.22 0

下市町

香芝市

生駒市

五條市

田原本町

三宅町

川西町

広陵町

王寺町

上牧町教育委員会

上牧町

河合町

斑鳩町

三郷町

葛城市教育委員会

吉野町

大淀町

高取町

十津川村

天川村

川上村

御杖村

明日香村

曽爾村

山添村

奈良県

大和郡山市

橿原市教育委員会

橿原市

天理市

桜井市教育委員会

桜井市

大和高田市

奈良市企業局

御所市

奈良市

奈良県警察本部

安堵町

平群町

宇陀市

葛城市
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② 法定雇用率2.2%が適用される県下教育委員会

法定雇用障害者数の
算定基礎となる職員数

障害者の数 実雇用率 備考

7,602.5 169.5 2.23

③ 法定雇用率2.3%が適用される特殊法人

法定雇用障害者数の
算定基礎となる職員数

障害者の数 実雇用率 備考

3,755.0 57.5 1.53

注1

2

3

4 ．当該機関は、特例認定を受けている（下記一覧参照）。

【特例認定一覧】

適用年月日

奈良県水道局

奈良県地方労働委員会事務局

平成23年5月31日 大和高田市教育委員会

平成22年7月5日 天理市教育委員会

平成14年12月20日 大和郡山市教育委員会

平成23年11月22日 御所市教育委員会

平成21年8月18日 五條市教育委員会

平成15年3月17日 生駒市教育委員会

平成15年12月19日 香芝市教育委員会

平成18年3月13日 宇陀市教育委員会

平成17年7月25日 河合町教育委員会

平成16年6月28日 広陵町教育委員会

平成16年1月5日 田原本町教育委員会

平成22年5月10日 大淀町教育委員会

平成14年12月20日 十津川村教育委員会

平成26年7月11日 上牧町教育委員会

0

不足数

特例認定とは、地方公共団体の機関（A)及び人的関係が緊密である機関（B)の申請に基づき、厚生労働省の認定を受けた場合
に、当該機関（B)に勤務する職員を当該機関（A)に勤務する職員とみなすものである。

．「不足数」とは、「法定雇用障害者数の算定基礎となる職員数」に法定雇用率を乗じて得た数（1未満の端数切り捨て）から
「障害者の数」を減じて得た数であり、これが0となることをもって法定雇用率達成となる。したがって、実雇用率が法定雇用率
を下回っていても、不足数が0となる事があり、この場合法定雇用率達成となる。

．「障害者の数」とは、身体障害者数、知的障害者数及び精神障害者数の計であり、短時間勤務職員以外の重度身体障害者及び重
度知的障害者については、計算上1人を2人に相当するものとしてカウントされ、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精
神障害者である短時間勤務職員については、計算上1人を0.5人に相当するものとしてカウントされる。

．「法定雇用障害者数の算定基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数（旧除外職員が職員総数に
占める割合を基に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。

奈良県監査委員会事務局

不足数

みなされることとなる機関（B)

県下教育機関計（全2機関）

十津川村

大淀町

河合町

広陵町

田原本町

天理市

宇陀市

香芝市

大和高田市

生駒市

大和郡山市

五條市

平成15年4月1日奈良県

上牧町

御所市

特殊法人計（全5法人） 28.5

認定機関（A)

広陵町水道局広陵町水道事業管理者

奈良県人事委員会

奈良県収用委員会事務局
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